
 
 

8-3-10 地域コンサルタント委員会 

 

1. 委員会の概要 

地域コンサルタントに関する課題解決をタイム

リーかつ効果的に協会活動に反映し、地域コンサ

ルタントの健全な発展を図ることを目的とする。 

委員会は各支部（9名）と本部委員・顧問（副会

長）（5名）の合計 14名で構成されている。 

 
2. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

 令和 4年度の委員会は年 5回開催した。いずれ

もコロナ禍に配慮し、オンライン方式（Web）によ

り実施した。 

 なお、地域の会員の生の声を聞き、委員会活動

への反映・委員会活動の理解促進などを図るため、

平成 26年度より地方開催を行っているが、令和 4

年度はコロナ禍のため中止とした。 

(2) 経営分析（継続調査） 

a) 協会財務データによる売上高等の調査 

売上高 15億円以上・未満で企業区分を行い、

売上高・利益率・職員数の経年推移等の指標に基

づき経営状況を調べた。 

 

 

 

 

 

 

 

図.地域コンと広域コンの売上高の推移 

 

b) 5 団体調査に基づく受注実態調査 

 当協会を含む 5団体の受注調査結果に基づき、

売上高 15億円以上・未満で企業区分を行い、国土

交通省と地方自治体ごとに、受注件数、受注額等

の経年的な推移を調べた。 

(3) 総合評価落札方式のモニタリング調査 

 令和 4 年 6～7 月の 2 ヵ月間に発注された国土

交通省総合評価落札方式業務を対象に、地域要件

の設定状況、地域コンサルタントの選定・落札結

果などについて調査した。（「要望と提案」、「白書」

等に活用） 

(4) 国土交通省による地域配慮の現状調査 

 地域の守り手の確保、技術力の向上、健全な育

成などの観点から、国土交通省においては地域コ

ンサルタントの受注に向けた地域配慮が行われて

いる。昨年度に続き、「業務チャレンジ型」などの

入札契約方式の試行状況を調べた。今年度は地方

整備局ごとの各試行における地域配慮の具体的要

件と地域コンサルタントの受注状況などの実態を

掘り下げ運用上の課題について整理した。（「要望

と提案」等に活用） 

(5) 国土交通省による一括審査方式の活用調査 

一括審査方式について地方整備局ごとの活用状

況と地域コンサルタントの受注実態を調べた。

（「要望と提案」等に活用） 

 

3. 次年度の活動について 

・引き続き協会財務データによる経営実態の調査、

5 団体調査による受注実態調査を継続実施し、

地域コンサルタントの経営動向を把握する。ま

た総合評価落札方式のモニタリング調査を継続

実施し地整局ごとの地域要件の運用と地域コン

サルタントの受注状況を把握する。 

・国土交通省の総合評価落札方式における「業務

チャレンジ型」などの地域配慮試行の現状調査

と一括審査方式の活用調査を継続実施し、それ

らの運用状況と結果について検証する。また、

令和 5年度から予定されている「地域特性を踏

まえた特定テーマを設定する業務」（プロポーザ

ル）について、その運用状況と地域コンサルタ

ントの受注状況について把握する。 

・地域コンサルタントの特性が活かせる業務内容

について調査し、要望と提案に反映させる。 

 

（地域コンサルタント委員会委員長 小見 直樹） 


